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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第54期
第３四半期
連結累計期間

第55期
第３四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自  平成22年４月１日

至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日

至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日

至  平成23年３月31日

営業収入 （千円） 53,949,352 60,285,82872,076,500

経常利益 （千円） 3,064,943 2,815,9803,969,366

四半期（当期）純利益 （千円） 1,636,117 1,501,1242,120,357

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,612,713 1,461,2602,118,605

純資産額 （千円） 13,210,132 14,710,71613,658,270

総資産額 （千円） 26,537,090 29,599,67325,644,192

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 169.13 155.17 219.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.6 49.7 53.3

　 　 　 　 　

　

回次
第54期
第３四半期
連結会計期間

第55期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日

至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日

至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 68.94 55.77

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  営業収入には、消費税は含まれておりません。

３  第54期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
　

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】
　

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災後の落ち込みから夏場にかけて持ち

直しの動きが見られたものの、欧州債務問題の再燃、円高の進展などの影響等により、年末にかけて回復

ペースは大きく鈍化し、先行きは極めて不透明な状況が続いております。

一方、物流業界においては、東日本大震災等の影響は回復傾向にあるものの、同業者間の競争激化や燃料

費の高騰等により引き続き厳しい業況となりました。

このような情勢の下、当社グループは、物流情報サービス事業、ロジスティクスマネジメント事業及び貨

物運送事業を中核として、各事業部門間の連携を図り、『ＯＮＥ　ＳＴＯＰ　３ＰＬ（※）』の実現を基本方

針として、より付加価値の高い物流サービスの提供に努めるとともに、事業拠点の拡充を行なってまいりま

した。

　

当社グループの当第３四半期連結累計期間の主な拠点展開等は次のとおりであります。

平成23年７月　中国上海市に特蘭科姆国際貨運代理（上海）有限公司を設立

平成23年７月　岐阜県大垣市に岐阜情報センターを開設

平成23年７月　愛媛県松山市に松山情報センターを開設

平成23年８月　埼玉県久喜市に久喜ロジスティクスセンターを開設

平成23年８月　愛媛県伊予市に松山事業所を開設

平成23年９月　名古屋市緑区に大高事業所を開設

平成23年10月　宮城県名取市に名取事業所を開設

平成23年11月　香川県観音寺市に香川ロジスティクスセンターを開設
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物流情報サービス事業においては貨物量の回復、各拠点の生産性向上等により堅調に推移し、また、ロジ

スティクスマネジメント事業においては新規案件の受注、新規拠点の開設を順次進めた結果、当第３四半期

連結累計期間の営業収入は602億85百万円（対前年同四半期増減率　11.7％）となりました。一方、営業利益

はロジスティクスマネジメント事業での新規拠点の開設に伴うイニシャル費用の発生等により28億15百万

円（同　△9.1％）、経常利益は28億15百万円（同　△8.1％）、四半期純利益は15億１百万円（同　△8.3％）

となりました。

　
（※）『ＯＮＥ　ＳＴＯＰ　３ＰＬ』とは、顧客の物流業務全般を当社が一括で請け負い、物流ネットワーク

の構築、運営等をワンストップで提供する物流サービスであります。

　

当社では、当社グループの事業内容を４つのセグメント及びその他に区分しております。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　
①物流情報サービス事業

　
当第３四半期

連結累計期間

対前年同四半期

増減額

対前年同四半期

増減率

営業収入 322億84百万円 38億59百万円 13.6％

営業総利益 13億87百万円 65百万円 5.0％

セグメント利益（営業利益） 11億29百万円 37百万円 3.5％

貨物情報量が堅調に増加したほか、前連結会計年度に開設した新規拠点の寄与、各拠点の生産性

向上等により、増収増益となりました。

　
②ロジスティクスマネジメント事業

　
当第３四半期

連結累計期間

対前年同四半期

増減額

対前年同四半期

増減率

営業収入 158億71百万円 20億77百万円 15.1％

営業総利益 14億93百万円 △２億34百万円 △13.6％

セグメント利益（営業利益） 10億49百万円 △２億62百万円 △20.0％

新規拠点の開設及び前連結会計年度に開設した新規拠点の寄与等により、増収となりましたが、

新規拠点の開設に伴うイニシャル費用等により減益となりました。

　
③貨物運送事業

　
当第３四半期

連結累計期間

対前年同四半期

増減額

対前年同四半期

増減率

営業収入 95億44百万円 65百万円 0.7％

営業総利益 ８億12百万円 △39百万円 △4.7％

セグメント利益（営業利益） ５億２百万円 △26百万円 △5.0％

輸送単価の下落、輸送効率の低下等により、微増収減益となりました。

　
④ＩＴ・アウトソーシング事業

　
当第３四半期

連結累計期間

対前年同四半期

増減額

対前年同四半期

増減率

営業収入 33億33百万円 ３億33百万円 11.1％

営業総利益 ３億26百万円 ８百万円 2.7％

セグメント利益（営業利益） １億47百万円 21百万円 16.7％

システム開発部門において案件が減少しましたが、アウトソーシング部門において受注量が増加

したため、増収増益となりました。
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⑤その他

　
当第３四半期

連結累計期間

対前年同四半期

増減額

対前年同四半期

増減率

営業収入 ９億60百万円 13百万円 1.5％

営業総利益 １億20百万円 14百万円 14.0％

セグメント利益（営業利益） 48百万円 △２百万円 △4.7％

当セグメントは、自動車整備事業及び海外事業等を含んでおります。

　
(注) １　上記の数値は、セグメント間取引の消去はしておりません。

２　第１四半期連結累計期間より、海外事業の報告セグメントを「ＩＴ・アウトソーシング事業」か

ら「その他」へ変更しております。なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後

の報告セグメントにより作成し、増減比較しております。

　
　

（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の各残高における、前連結会計年度末との比較情報は次のとおりであ

ります。

①資産

流動資産は、受取手形及び営業未収入金が営業収入の増加に伴い21億２百万円増加したこと、現金及

び預金が５億26百万円増加したこと等により、25億77百万円増加し166億84百万円となりました。

固定資産は、リース資産が13億65百万円増加したこと等により、13億77百万円増加し129億15百万円

となりました。これらにより資産合計は、39億55百万円増加し295億99百万円となりました。

②負債

流動負債は、未払法人税等が８億85百万円減少しましたが、短期借入金が19億１百万円増加したこ

と、支払手形及び営業未払金が６億35百万円増加したこと等により、16億82百万円増加し112億11百万

円となりました。

固定負債は、長期借入金が２億６百万円減少しましたが、リース債務が14億13百万円増加したこと等

により、12億20百万円増加し36億77百万円となりました。これらにより負債合計は、29億３百万円増加

し148億88百万円となりました。

③純資産

純資産は、利益剰余金が10億85百万円増加したこと等により10億52百万円増加し、147億10百万円と

なり、自己資本比率は49.7％となりました。

　
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた問題はありません。

　

（４）研究開発活動

　

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

　②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 10,324,150 10,324,150

東京証券取引所
(市場第二部)
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株で
あります。

計 10,324,150 10,324,150－ －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成23年12月31日 － 10,324,150 － 1,080,047 － 1,230,304

　

（６）【大株主の状況】

　

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

トランコム株式会社(E04208)

四半期報告書

 6/19



　

（７）【議決権の状況】

　

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載

をしております。

　

①　【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 650,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,672,400 96,724 －

単元未満株式 普通株式 1,450 － －

発行済株式総数 　 10,324,150 － －

総株主の議決権 － 96,724 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、100株（議決権１個）含まれておりま

す。

　

②　【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）
トランコム株式会社

名古屋市東区葵一丁
目19番30号

650,300－ 650,300 6.30

計 － 650,300－ 650,300 6.30

　

　
２ 【役員の状況】

　

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,114,512 2,640,778

受取手形及び営業未収入金 11,339,180 ※
 13,441,822

リース投資資産 3,258 2,615

商品 7,996 6,884

仕掛品 1,661 3,820

貯蔵品 12,015 11,075

前払費用 253,675 317,792

繰延税金資産 273,783 71,540

その他 122,046 214,215

貸倒引当金 △21,541 △26,151

流動資産合計 14,106,589 16,684,395

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,894,051 6,944,290

減価償却累計額 △2,503,254 △2,703,795

建物及び構築物（純額） 4,390,797 4,240,495

機械装置及び運搬具 2,551,002 2,607,145

減価償却累計額 △2,062,695 △2,059,022

機械装置及び運搬具（純額） 488,306 548,123

土地 2,879,788 2,879,360

リース資産 1,392,337 2,914,324

減価償却累計額 △495,611 △652,426

リース資産（純額） 896,726 2,261,898

建設仮勘定 － 13,666

その他 395,804 479,461

減価償却累計額 △277,495 △306,151

その他（純額） 118,308 173,310

有形固定資産合計 8,773,927 10,116,854

無形固定資産

のれん 228,865 177,770

リース資産 20,285 20,372

その他 482,676 512,898

無形固定資産合計 731,826 711,040

投資その他の資産

投資有価証券 368,216 359,875

長期貸付金 1,640 720

長期前払費用 1,810 1,148

繰延税金資産 255,467 264,300

差入保証金 1,184,791 1,252,609

その他 267,955 224,160

貸倒引当金 △48,032 △15,432

投資その他の資産合計 2,031,849 2,087,382

固定資産合計 11,537,603 12,915,278

資産合計 25,644,192 29,599,673
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 4,979,103 5,614,169

短期借入金 1,386,536 3,287,602

リース債務 344,785 410,042

未払金 192,096 188,668

未払費用 638,752 857,387

未払法人税等 1,033,488 148,218

未払消費税等 335,005 120,966

賞与引当金 382,440 120,840

役員賞与引当金 20,425 25,938

資産除去債務 － 22,184

その他 215,926 415,537

流動負債合計 9,528,560 11,211,554

固定負債

長期借入金 799,229 592,919

リース債務 647,420 2,060,791

再評価に係る繰延税金負債 56,278 49,079

退職給付引当金 169,561 190,692

資産除去債務 315,573 317,732

長期未払金 128,268 126,858

負ののれん 1,778 444

その他 339,250 338,883

固定負債合計 2,457,361 3,677,401

負債合計 11,985,921 14,888,956

純資産の部

株主資本

資本金 1,080,047 1,080,047

資本剰余金 1,230,304 1,230,304

利益剰余金 12,257,269 13,342,418

自己株式 △1,019,284 △1,019,323

株主資本合計 13,548,337 14,633,447

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 26,712 △15,594

土地再評価差額金 82,441 89,640

為替換算調整勘定 △1,138 △1,720

その他の包括利益累計額合計 108,015 72,325

少数株主持分 1,917 4,943

純資産合計 13,658,270 14,710,716

負債純資産合計 25,644,192 29,599,673
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

営業収入 53,949,352 60,285,828

営業原価 49,667,776 56,235,837

営業総利益 4,281,575 4,049,991

販売費及び一般管理費

人件費 588,796 621,884

（うち賞与引当金繰入額） 6,055 10,828

（うち役員賞与引当金繰入額） 14,377 25,938

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 2,528 －

減価償却費 51,724 78,297

のれん償却額 51,094 51,094

保険料 16,612 18,072

施設利用料 64,887 63,286

リース料 4,932 996

租税公課 12,498 7,109

旅費及び交通費 56,220 70,910

交際費 43,430 42,638

諸会費 6,903 5,818

募集費 11,118 10,512

貸倒引当金繰入額 5,219 7,928

その他 272,086 255,765

販売費及び一般管理費合計 1,185,527 1,234,316

営業利益 3,096,047 2,815,675

営業外収益

受取利息 520 194

受取配当金 2,762 11,511

持分法による投資利益 1,325 －

消費税等免除益 － 54,124

その他 34,923 23,900

営業外収益合計 39,532 89,730

営業外費用

支払利息 56,677 76,555

債権売却損 203 156

持分法による投資損失 － 1,810

その他 13,755 10,902

営業外費用合計 70,636 89,425

経常利益 3,064,943 2,815,980
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 10,612 52,182

投資有価証券売却益 19,972 －

特別利益合計 30,584 52,182

特別損失

固定資産売却損 37 3,006

固定資産廃棄損 6,099 10,025

投資有価証券売却損 6,306 －

投資有価証券評価損 14,376 3,536

会員権評価損 4,870 4,184

災害による損失 － 5,970

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 120,061 －

その他 2,356 －

特別損失合計 154,107 26,723

税金等調整前四半期純利益 2,941,421 2,841,439

法人税、住民税及び事業税 1,176,340 1,116,535

法人税等調整額 127,915 220,148

法人税等合計 1,304,255 1,336,683

少数株主損益調整前四半期純利益 1,637,166 1,504,756

少数株主利益 1,048 3,632

四半期純利益 1,636,117 1,501,124

少数株主利益 1,048 3,632

少数株主損益調整前四半期純利益 1,637,166 1,504,756

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △24,452 △42,307

為替換算調整勘定 △0 △1,188

その他の包括利益合計 △24,452 △43,495

四半期包括利益 1,612,713 1,461,260

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,611,474 1,458,234

少数株主に係る四半期包括利益 1,238 3,026
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【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
　
　

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日だったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 －千円 111,623千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償

却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

減価償却費 649,145千円 780,805千円

のれんの償却額 51,094千円 51,094千円

負ののれんの償却額 1,334千円 1,334千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月17日
定時株主総会

普通株式 357,93137.00平成22年３月31日 平成22年６月18日 利益剰余金

　

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの
　

該当事項はありません。
　

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月17日
定時株主総会

普通株式 415,97443.00平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金

　

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントごとの営業収入及び利益の金額に関する情報

前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
物流情報サー
ビス事業

ロジスティク
スマネジメン
ト事業

貨物運送事
業

ＩＴ・アウ
トソーシン
グ事業

計

営業収入 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業収入 28,374,15713,789,4298,701,9522,428,40553,293,945655,40753,949,352

  セグメント間の内部
  営業収入又は振替高

50,993 4,306776,566572,1231,403,990291,3251,695,316

計 28,425,15113,793,7369,478,5193,000,52954,697,936946,73255,644,668

セグメント利益 1,092,0071,312,172529,195126,3383,059,71450,4393,110,153

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車整備事業及び海外事業等を含んで

おります。

　

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

（単位：千円）

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
物流情報サー
ビス事業

ロジスティク
スマネジメン
ト事業

貨物運送事
業

ＩＴ・アウ
トソーシン
グ事業

計

営業収入 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業収入 32,220,74215,863,4068,736,7432,777,17259,598,064687,76460,285,828

  セグメント間の内部
  営業収入又は振替高

64,090 8,248807,435556,6421,436,416272,8431,709,260

計 32,284,83215,871,6549,544,1793,333,81461,034,481960,60761,995,089

セグメント利益 1,129,6921,049,499502,978147,4992,829,66948,0922,877,761

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車整備事業及び海外事業等を含んで

おります。
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２  報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 3,059,714

「その他」の区分の利益 50,439

セグメント間取引消去 △14,105

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 3,096,047

　

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 2,829,669

「その他」の区分の利益 48,092

セグメント間取引消去 △62,086

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 2,815,675

　

３  報告セグメントの変更等に関する事項

海外展開の進行に伴い、海外事業と国内事業に係る業績の区分管理を強化したことから、第１四半期連

結累計期間より、海外事業のセグメントを「ＩＴ・アウトソーシング事業」から「その他」へ変更して

おります。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントにより作成しておりま

す。

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　

  該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 169.13円 155.17円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 1,636,117 1,501,124

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,636,117 1,501,124

普通株式の期中平均株式数(株) 9,673,832 9,673,826

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】
　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月７日

トランコム株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    瀧  沢    宏  光　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    今  泉   　誠     印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトラ
ンコム株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月 １日から平成23
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益
計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トランコム株式会社及び連結子会社の平成23
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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